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要旨：本稿は東日本大震災６―７年目（７―８年度目）、災害社会学（生活再建・コミュニティ再興）を専らと
する筆者の被災現場に関わる取り組みの軌跡・覚書（�＋�）となる。「前稿（�）」（大矢根，２０１５a）では、
震災５年目（６年度目）の各種調査研究実践の展開について、大学系連携事業、学会活動（社会学系４学会、
日本災害復興学会）、研究会活動（災害研究グループ、災害人類学研究会）をあげつつ、一年間の被災地調査
を概観し、合わせて、当該研究の社会的還元の実際を、当震災に関連して展開されている非・未被災各地の防
災事業への筆者の参画状況、大学教育現場への成果の還元および刊行物・学会報告記録をもって示した。本
稿・今年度は、前稿同様の趣旨・項目立てで、２０１５年度後期から２０１７年度現在までの取り組みを記す。
キーワード：復興ステークホルダー、防災学術連携体、JSPS・Core-to-Coreプロジェクト、地区防災計画

はじめに

「本稿（�＋�）」では、筆者の参画する東日本大震災

６―７年目の各種調査研究実践の継続・展開の記録を記

す。これまで毎年度１１月中旬までの一年間の記録をあげ

てきた。昨年度＝２０１６年度は、これに関連する海外

フィールドワークの記録（大矢根，２０１６a）を投稿する

こととなったため、本稿ここで二年度分を「本稿�＋

�」として記す。

２０１１年３月１１日に震災が発生して、本稿執筆時現在、

どれほどの日時が経過したのだろうか。あれから○年、

□年目…、様々な数え方があるが、本稿執筆時現在＝２０１７

年１１月２０日において、あらためて指折り数えて確かめて

おきたい。

２０１１年０３月１１日 ２０１０年度末の発災

２０１１年１１月２０日 ０年８ヶ月経過、１年目、２年度目。

２０１２年１１月２０日 １年８ヶ月経過、２年目、３年度目。

２０１３年１１月２０日 ２年８ヶ月経過、３年目、４年度目。

～ ～

２０１７年１１月２０日 ６年８ヶ月経過、７年目、８年度目

震災は２０１０年度末に発生した。それからわずか３週間

経過したところで２年度目を迎える。２年度目を３６５日

過ごし（２０１１年４月１日～２０１２年３月３１日）、すなわち

被災者は丸一年をどうにか生き抜いたところで、２０１２年

４月１日はすでに震災３年度目である。被災してどうに

か四季ひとめぐりをやり過ごしたところで、暦の上では

３年度目を迎えることとなる。我が国の行政対応は４～

３月の年度単位で予算措置されることから、「～年」、

「～年目」と「～年度目」の間にはこのようにカウント

数値のギャップが生じる。これに世間の記憶の風化が重

なる。２０１４年頃がそうした認識・イメージのギャップが

最も大きかったようだ。２０１４年１１月、単に西暦の引き算

をすると３年、そして現実的には４年目、しかし年度で

数えると５年度目。現実として被災現場での生活再建、

復興公共土木事業の進捗状況ははかばかしくなく、被災

者からは「遅すぎる‼」との不満が寄せられる一方、５

年度目を迎えていることから、非被災地でたまにニュー

スで見聞きする人々は「もう復興は済んだんでしょう

？ まだ何かやってるの ？」と素朴な疑問・感想を口

にする。奮闘努力を重ねる被災現場の人々と非被災地の

１億２,０００万人との温度差は広がるばかりである。そし

て本稿執筆時現在の２０１７年１１月２０日、８年度目を数え

て、巷では「もうすぐ１０年度目（もういい加減、復興も

終わりでしょう⁉）」と、とんだ誤解が聞こえてくる。

あらためて正しく指折り数えて、そして被災現地の生活

再建状況を具にまなざす必要がある。

さて、「本稿�＋�」では、「１．震災に対峙する６―７

年目の記録」として、筆者の参画する、大学関係の諸事
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業、学会・研究活動として社会学系諸学会、筆者のプロ

パー領域の日本災害復興学会、筆者が参画し拠り所とし

ている「早稲田大学・地域社会と危機管理研究所」、災

害人類学研究会などをあげる。次いで、「２．現地踏査記

録」として、この丸二年間の１６回の現地調査を振り返り

記録する。最後に、「３．東日本大震災に関する研究実

践・社会的還元」として、当震災に関連して展開を見せ

る非・未被災各地の防災事業への筆者の参画状況、およ

び研究成果の授業等への還元状況と、今年度ここまでの

刊行物・学会報告履歴を示す。なお、「前稿（�）」では

２０１５年１１月末の入稿時までの活動を記したので、「本稿

（�＋�）」ではその後の２０１５年１２月より２０１７年１１月末ま

でを記す。

１．震災に対峙する６―７年目（平成２８―２９年
度）の記録

１―１．大学関係の諸事業
大学関係の諸事業に関連しては、�専修大学に関わる

研究事業、�石巻専修大学に関わる研究事業、としてあ

げておく。

� 専修大学に関わる研究事業

東日本大震災の発災直前に立ち上がっていた社会知性

開発研究センターの社会関係資本研究（原田博夫代表・

経済学部教授：２００９～１３年度）が、現在、その後継プロ

ジェクト「アジアにおけるソーシャル・ウェルビーイン

グ研究コンソーシアムの構築」（２０１４～１８年度）として

展開をみているところであるが、筆者は同プロジェクト

に設置された３分野のうちの一つ、ソーシャル・リス

ク・マネージメントのチーフを、また、同プロジェクト

紀要（日英２誌）の編集長を仰せつかった。筆者個人と

しては、前プロジェクト以来継続して、resilience（復

元＝回復力）概念を援用して被災地復興・防災の研究実

践に取り組んでいるところであるが、この１～２年は、

同コンソーシアムに参加するベトナム研究グループとの

共同研究に就いている。そこでは、ベトナム大都市の居

住環境変容についてや（大矢根，２０１７b）、ベトナム中

部・ラグーン沿岸の洪水常習地の復興・防災についての

フィールドワークを重ねてまとめてきた（OYANE,

２０１５、大矢根，２０１６b）。また、この在越コンソーシア

ム・メンバーの伝をたどって、ベトナム国内の研究者

（ハノイ国家大学ホーチミン校都市研究学部の Natural

Disaster & Community Recovery Team、Dr. Son Thanh

Tung副学部長）が専修大学を訪れて、東日本大震災の

復興現場の視察案内を希望してきたことから、２０１７年夏

（２０１７年７月２８～３０日）にはマイカーで一行を引率して

石巻、福島・双葉＋富岡の現況を案内した。

また、上述の社知・社会関係資本研究のプロジェクト

期間中に PDとして研究に従事していた張光雲氏が、学

位取得・帰国して四川師範大学で准教授の職位を得て、

合わせて、同大学に設置された四川省プロジェクト＝

「四川省区域和国 重点研究基地日本研究中心」のコー

ディネーターに就き、筆者らとこの数年継続してきた共

同研究「四川省における基層組織の『危機』対応の形成

過程とその変容：日本における Crisis management,

Risk communication, Resilienceの視点から」を発展させ

て、これを両大学共同研究の「覚書」締結にまで高めて

くれた。２０１７年１１月４日、「四川省地域と国別重点研究

拠点日本研究センター」と「専修大学社会知性開発研究

センター／四川ローカルリスクコミュニケーション研究

センター」の「共同調査研究に関する覚書」が締結され

て、２０１７年度１２月より「ローカル・コミュニティにおけ

る減災サイクルの研究―大災害の中長期復興から新たな

防災社会システムを考える―」（研究代表：筆者）がス

タートした。四川師範大学での覚書締結当日（２０１７年１１

月４日）の午後、同題目で筆者が基調講演を行った。

この両年度、専修大学社会科学研究所ではグループ研

究が組織されていたことで、筆者はこれに参加して石巻

の現地調査に通った。２０１６年度は「宮城県石巻市の復興

における都市再生計画と地域社会のレジリエンス」（研

究代表：勝俣達也人間科学部准教授）で、主に水産加工

業の復興について聞き取りを重ねた。２０１７年３月７～９

日、訪石したグループ・メンバーは、勝俣達也代表に、

近江吉明文学部教授、それに筆者。同年度の研究成果の

一部は、長期的復興過程研究に取り組む外部の関連研究

グループとの合同研究会開催として結実した。２０１６年１２

月１日（木）午前中、神田キャンパス・社研会議室で

「中長期的復興の実例に学ぶ～雲仙・普賢岳噴火災害：

直接被災地＝上木場集落の取り組み～」が、日本災害復

興学会・関東ブロック学術推進委員会と合同開催され

た。勝俣代表が開催挨拶、筆者が企画コーディネートし

て司会を担当した。

社研・グループ研究は２０１７年度も別テーマを設定して

継続・展開されている。テーマは「復興ステークホル

ダーの探索的再構築に関する研究実践」（代表：飯考行

法学部教授）。グループ・メンバーは、佐藤慶一（ネッ

トワーク情報学部准教授）に加えて、宮定章氏（NPO・

まちコミュニケーション代表・「社会学特殊講義：
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NPO・まちづくり論」）、三澤一孔氏（JICA嘱託職員・

「国際協力論」）、所澤新一郎氏（共同通信・東京編集部

長・「社会学特殊講義：地域問題探索・議題設定」）。専

大専任教員以外の三名は、人間科学部社会学科で災害に

関わる専門科目をご担当いただいている非常勤講師で、

社研の客員研究員として研究に参画してもらっている。

こうした機動力のある社研グループ研究チームが適宜設

定されて、東日本大震災の被災地復興研究が鋭意、重ね

られているところである。

また、防災社会工学領域で、佐藤慶一ネットワーク情

報学部准教授が研究代表となって「東京都心商業集積部

の空間情報環境と災害対応に関する社会調査」を組織し

ており、筆者もそこに参加させていただいている。この

両年度、原宿表参道地区で防災図上演習を企画して、座

談会、ワークショップなどを重ねてきた。

� 石巻専修大学に関わる研究事業

石巻専修大学は震災後に東北地方で発足した復興大学

（仙台学長会議が学都仙台コンソーシアムにおいて検討

を重ねて、文科省・大学復興センター構想の一つとして

位置づけられた）の４事業＝「復興人材育成教育コー

ス」、「教育復興支援」、「地域復興支援ワンストップサー

ビス・プラットフォーム」、「災害ボランティアステー

ション」のうち、「地域復興支援ワンストップサービ

ス・プラットフォーム」事業の幹事校であったことか

ら、筆者もこれまでいくつかの研究実践事業に参加させ

ていただいてきた。この両年度は、そこで共同研究に携

わってきたメンバーが主幹となって単行書の出版企画が

立ち上がった。２０１１年初秋に小渕浜に筆者を導いてくれ

た李東勲准教授（石巻専修大学）を中心に、東京の専修

大学からも商学部から石川和男教授が編者に加わって作

り上げられた『産業復興の経営学―大震災の経験を踏ま

えて―』（同文館）で、筆者は第１章「震災復興とレジ

リエンス」を担当した（大矢根，２０１７c）。

以下１－２－�にあらためて記すが、２０１６年度の日本

災害復興学会大会が石巻専修大学で開催された。同大学

で、震災対応の舵取りをした坂田隆・前石巻専修大学長

が大会実行委員長。開催は、２０１６年９月３０日（金）～２０１６

年１０月２日（日）。

１―２．学会・研究会活動
� 社会学系諸学会

社会学関連学会では、日本社会学会、地域社会学会、

日本都市社会学会、環境社会学会の４学会連合で震災研

究が組織化されてきた。少なからぬメンバーがこれら学

会に重複して加入しており、いくつもの科研費グループ

が結成されている。この両年度では筆者は研究分担者と

して、高橋誠教授（名古屋大学）が研究代表につく基盤

研究（A）「多層的復興モデルに基づく巨大地震災害の

国際比較研究」（２０１５－１８年度）に参加している。同研

究グループは通称「名古屋グループ」と呼ばれていて、

地域社会学会の重鎮・田中重好名誉教授をコアとする災

害社会学グループである。同名誉教授を代表として２０１７

年度、これまでの東日本大震災研究の成果を『シリーズ

東日本大震災と社会学』３巻本として有斐閣から上梓予

定である。筆者はその第２巻・第５章「ポスト３.１１・原

発防災パラダイムの再構築に向けて～制度的瑕疵の例証

と原発防災レジリエンス醸成のみちすじ～」を執筆した

（大矢根，２０１８予定 a）。

また、連繋研究者として参加している吉野科研グルー

プ（吉野英岐・岩手県立大学）基盤研究（B）「復興の

新たな段階におけるコミュニティ・キャピタルの活用と

保全に関する比較研究」（２０１７－２０２０年度）では、２０１７

年１０月２２日に第１回全体会が開催され（＠尚絅学院大

学）、筆者は「『復興』概念・実相をめぐる新たな課程認

識－マルチステークホルダー参画による復興ガバナンス

の組み上げ－」を報告した。

� 日本災害復興学会

日本災害復興学会では２０１６年２月７日（土）午後、専

修大学神田キャンパスで、災害報道シンポジウム「伝え

つづける～東日本大震災５年・報道のこれまでとこれか

ら～」（企画・コーディネーター：所澤新一郎）を開催

した。２０１５年秋に同学会東京大会を同キャンパスで開催

して以来、同学会の大会実行委員会や関東ブロック学術

推進委員会などに神田キャンパス使用を供する機会が増

えてきた。こうした学会活動の誘致が、学内・社会科学

研究所の研究活動（客員研究員の発掘・招聘）や学部講

義（社会学科・選択必修科目「社会学特殊講義」）の非

常勤講師担当者のリクルーティングにつながってきてい

る。

２０１６年度学会大会を１０月１～３日、石巻市で開催し

た。学会では２０１６年度大会を被災地開催として模索して

いたが、前年度の２０１５年度東京大会を筆者が大会実行委

員長（専修大学神田キャンパス開催）としてつとめた関

係で、石巻専修大学に大会開催校を打診し引き受けてい

ただけることとなった。震災発生時の学長・坂田隆教授

に大会実行委員長をお引き受けいただき、「被災地のど

東日本大震災・現地調査の軌跡・�＋� 129



真ん中で復興を議論しよう」をスローガンに、亀山石巻

市長にも臨席いただいて、大会は盛大に開催された。

２０１６年度、筆者は同学会の関東ブロック学術推進委員

長に就いていた。同委員会は、関東以北の研究活動を

コーディネートする担務にあったが、合わせて、在東京

で学術団体関連の渉外担当でもあった。２０１３年夏以来、

六本木の日本学術会議でのヒヤリングなどに赴き、２０１５

年５月２２日付けでやっと、日本災害復興学会は日本学術

会議協力学術研究団体として指定された。

一方、２０１６年１月、防災学術連携体が創設された。東

日本大震災の発生を受けて２０１１年５月、「東日本大震災

の総合対応に関する学協会連絡会」が設置され、２０１６年

１月、これが「防災減災・災害復興に関する学会ネット

ワーク」として、日本学術会議と連携活動する「防災学

術連携体」として名称変更して始動した。日本災害復興

学会も防災学術連携体を構成する全１２０学会（地球惑星

科学連合５０学会、横断型基幹科学技術研究団体連合３７学

会を含む）の一つとして加盟している。熊本地震（２０１６

年４月１４日、１６日）が発生して、同連携体では緊急報告

会（５月２日）、３ヶ月報告会（７月１６日）、「５２学会の

結集による防災への挑戦－熊本地震における取組み」

（８月２８日）、「熊本地震・１周年報告会」（２０１７年４月１５

日）を開催した。筆者は３ヶ月報告会に登壇して「復

旧・復興について：日本災害復興学会」を発表した。ま

た、１周年報告会（＠熊本県庁）では、復興学会・前会

長の中林一樹教授（明治大学）のパネル報告が行われ、

筆者は同学会長就任の最初の仕事としてこの報告会に参

加した。

２０１７年１月、日本災害復興学会総会（＠関西学院大

学）で、筆者は中林前会長のあとをうけて第三代目会長

に選出された。これから２年／期、つとめることになる。

２０１７年度に入って、日本災害復興学会では夏休みの現

地研修会（２０１７年７月１日～２日＠岩手県大槌町）を開

催した。筆者にとっては「安渡地区津波防災計画づく

り」のお手伝いで通い慣れた大槌町での学会研修であっ

た。竣工になった安渡公民館には前日から大槌に集まっ

た学会員１５人に、地元の人々、そこには多くの高校生

（県立大槌高校復興研究会の皆さん）も含まれていて、

「大槌発‘復興’って何⁉ 本気で議論する会」で活発

な意見交換が行われた。

�－１. 研究会（地域社会と危機管理研究所）

筆者の大槌への関わりは、地域社会と危機管理研究所

（早稲田大学）に基づく。院生時代から数えると四半世

紀にわたって、同研究所とその前身の早稲田大学社会科

学研究所・都市研究部会／都市災害部会で、浦野正樹教

授にご指導いただいてきた。震災の重い貴重な教訓を次

世代に活かすべく、大槌町の安渡町内会（会長：佐藤稲

満→佐々木慶一）では、独自に防災計画を検討・策定し

てきた。策定の実質的ブレーンは、吉川忠寛・防災都市

計画研究所所長。「安渡地区津波防災計画」の策定過程

で筆者は、地区の検討会、町との懇談会、地区独自企画

の防災訓練とその反省会としての検証会議に毎年参加さ

せていただいている。

偶然、今年度、専修大学の修士課程院生・金子昌富さ

んが、地域紙の研究で大槌新聞を取り上げていることか

ら、佐藤稲満・前安渡町内会長や、大槌の震災復興に関

する学位論文をまとめるために現地に長期滞在している

野坂真さん（早稲田大学）を紹介することとなった。被

災地を息永く真摯にまなざし、論文をまとめ上げて欲し

い。

�－２. 研究会（災害人類学）

筆者にとっては早稲田大学・浦野研と同様、大切な学

びの場として、京都大学・東南アジア地域研究所（旧・

地域研究統合情報センター）がある。筆者が雲仙・普賢

岳噴火災害（１９９１年～）の直接被災地・上木場（町内

会）の長期的復興課程研究に取りかかり始めたまさにそ

の時期、文化人類学を専攻する清水展教授（当時は九州

大学。その後、京都大学に異動）がフィリピン・ピナツ

ボ山噴火災害に対峙して研究実践を重ねられていて、偶

然にも１９９４年度、二人が北京日本学研究中心（日本学を

専らとする大学院大学）に同時に赴任して教壇に立つこ

ととなった。この期間、筆者は清水先生と熟議する機会

に恵まれた。清水先生にはそれ以来、復興研究について

様々にご教示いただいている。２０１５年末、清水科研費プ

ロジェクト成果として京都大学学術出版会から「災害対

応の地域研究シリーズ第５巻」、『新しい人間、新しい社

会：復興の物語を再想像する』が刊行された。筆者はそ

の第２章「現場で組み上げられる再生のガバナンス～既

定復興を乗り越える実践例から～」、および第８章「小

さな浜のレジリエンス～東日本大震災・牡鹿半島小渕浜

の経験から～」を担当・執筆した（大矢根，２０１５）。

この清水科研メンバーの一人、山本博之准教授（京都

大学）がプロジェクト・コーディネーターとなって JSPS

（日本学術振興会）研究拠点形成事業：「アジアの防災コ

ミュニティ形成のための研究者・実務者・情報の統合型

ネットワーク拠点」が構成されていて、筆者は協力機関
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（専修大学）として登録されているところの一メンバー

としてここに参加していることから、２０１５－１６年の両年

度、京都大学の客員教授（地域研究国内研究員部門）に

就いていた。

この JSPSの Core-to-Coreプロジェクト「アジアの防

災コミュニティ形成」の活動として、２０１５年１２月１９－２０

日、石巻フィールドワークを企画・実施した。アジア各

国からの若手研究者一行を牡鹿半島の復興現場に案内し

た。また、２０１７年度は夏８月８日に品川プリンスホテ

ル・会議室にて研修会が企画・開催された。筆者は、

「Recognition and Correspondence to Disaster in Japan−

−ordinary image, legal system, academic society trend−

−」と題して英語講演を行った。

また清水科研費グループの中の一人・大谷順子教授

（大阪大学大学院人間学研究科）が研究代表で、「アジア

太平洋地域の被災地における創造的復興に関する国際比

較研究」（三菱財団研究助成：２０１７.１０－２０１９.９）を獲得

した。構成メンバーは大谷代表に加えて、清水先生、筆

者の三人。

２．現地踏査記録

東日本大震災に関わる筆者の被災地調査記録として、

この両年度の１６回分（第７０～８５回）と、災害・防災関連

のその他の現地活動を「番外」として記す。

第７０回：２０１５年１２月１９日～２０日 JSPS石巻研修

JSPSの Core-to-Coreプロジェクト「アジアの防災コミュ

ニティ形成」のフィールドワークとして石巻被災各地を回っ

た。雄勝半島で長期研究実践を重ねる宮定章氏（まちコミュ

ニケーション代表）が現地案内をかってでてくれた（写真

１）。

番 外：２０１６年１月９日～１１日 復興学会総会＆減災フォー

ラム

番 外：２０１６年１月２５日 男女共同参画＠浜松

全国各地で開催される研修プログラムには、県市町から担

当者が出席し、ワークショップが実施された（写真２）。

番 外：２０１６年１月２９日 地区防災計画づくり＠つくば山麓

地区防災計画づくりのワークショップには、地元町内会や

防災組織が参加し、活発な議論が展開された（写真３）。

なお、男女共同参画（防災）や地区防災計画については、

次節３－１.�・�で概説。

番 外：２０１６年２月１日～２日 雲仙・普賢岳噴火災害復興

調査

番 外：２０１６年２月６日 関学・ガバナンス研究会

関西学院大学復興制度研究所が主催するガバナンス研究会

（上ヶ原キャンパス＠西宮市）に呼ばれて、「被災者の生活再

建過（課）程で組み上げられる～「駆体」としての復興公共

事業～」を報告した。

番 外：２０１６年２月７日 日本災害復興学会災害報道シンポ

写真１ JSPS・Core-to-Coreプロジェクト＠石巻

写真２ 男女共同参画防災研修＠浜松

写真３ 地区防災計画づくり＠つくば山麓
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ジウム＠専修大学

前年度秋の日本災害復興学会大会に続いて、同学会の災害

報道シンポジウムが、多くのメディア関係者を集めて開催さ

れた（写真４）。

番 外：２０１６年２月２５日～２７日 中国社会科学院／北京日本

学研究中心

専大社研の海外研究交流企画の打ち合わせとして中国社会

科学院（北京）を訪ねて、永年の研究仲間である李国慶教授

を囲んで研究会を開催した（写真５）。その後、社研メン

バーは新幹線で天津に移動して、旧市街地のフィールドワー

クを行った。翌日一行は北京日本学研究中心（大学院大学）

を訪ねて、同じく永年の研究仲間である宋金文教授の大学院

クラスを訪ね、日本への国費留学間近の院生さん達と議論し

た。

番 外：２０１６年２月２９日～３月２日 原発 EMC訓練＠島根

原発（写真６）

第７１回：２０１６年３月５日～６日 石巻市防災シンポジウム

石巻市主催の防災シンポジウムで基調講演に登壇した。同

日プログラムのメインは、地元小学生等の防災活動に関する

発表会・表彰式であった（写真７）。

番 外：２０１６年３月９日 地区防災計画会議＠梅田

第７２回：２０１６年３月１１日～１２日 仙台防災未来フォーラム／

復興学会石巻大会実行委員会

仙台防災未来フォーラム（仙台市主催）では、内閣府（防

災担当）が主催する「地区防災計画フォーラム」が開催され

た。筆者も支援に参加していた石巻市上釜地区の事例成果報

告に陪席し、その後、総括討論に登壇。

番 外：２０１６年３月２４日～２９日 ベトナム・フエ調査

ベトナム中部の古都フエのラグーンに面する水害常習地の

現地調査を行った。筆者の学部ゼミにベトナム国家大学から

一年間留学して帰国したばかりのフェンさんが、今回のフエ

調査の通訳として同行してくれた（写真８）。ハノイからフ

エまで寝台列車を利用したことが思い出深い。

第７３回：２０１６年４月２３日～２４日 復興学会石巻大会実行委員

会／フクシマ

石巻からのマイカーでの帰路、国道６号沿いの帰宅困難区

域を通過した。持参する線量計で計測された数値に（写真

９）、目を疑った。

写真４ 災害報道シンポジウム＠専大神田キャンパス

写真５ 中国社会科学院都市発展環境研究所

写真６ EMC訓練＠島根原発

写真７ 石巻市防災シンポジウム

写真８ ベトナム中部ラグーン沿岸フィールドワーク
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番 外：２０１６年４月２８日～３０日 雲仙・普賢岳噴火災害復興

調査＠島原

執筆中の論文データを更新するために、山下一郎さん

（元・上木場復興実行委員長）のお宅を訪ねて、２時間もの

インタビューにお付き合いいただいた（写真１０）。

番 外：２０１６年５月１７日 箱根噴火

箱根で活発な噴火活動が続いている。幸いにもこの日はま

だ近くで観察することができたが（写真１１）、数日後にはこ

の道も閉鎖された。温泉業、観光業へ大きな打撃となった。

番 外：２０１６年５月２２日 名古屋大学震災研究会報告

第７４回：２０１６年６月１６日～１８日 調査実習打ち合わせ＠小渕

浜／復興学会大会実行委員会

番 外：２０１６年６月２６日 文体学会＠杏林大学

日本文体論学会第１０８回大会・研究フォーラムが「テー

マ：災害と文体―災害社会学・言語学の観点から防災・減

災・復興を考える―」として開催され、筆者はそこに呼ばれ

て、「災害社会学で振り返る防災・減災・復興の落とし穴―

被災地で換骨奪胎される言葉の数々―」を報告した。

番 外：２０１６年７月１４日～１５日 原発研修＠金沢

番 外：２０１６年７月１６日 防災学術連携体・熊本地震三ヶ月

報告会

第７５回：２０１６年８月１日～３日 社会調査実習＠小渕浜

二泊三日の現地調査実習では、初日に小渕浜、二日目に石

巻市街に宿泊し、踏査・聞き取りを行った（写真１２）。

番 外：２０１６年８月４日～７日 文学部創立５０周年記念企画

サテライトキャンパスでのシンポジウムには、近隣住民も

数多く参加してくれた（写真１３）。

第７６回：２０１６年８月８日～９日 専修大学学生部石巻ボラン

ティア

夏休み行事として認知されてきている「専大まつり」に

は、多くの小中学生が集ってくれた。理科実験プログラムに

写真９ 国道６号線双葉付近の放射線量

写真１１ 箱根・大涌谷方面をのぞむ

写真１０ 山下一郎さんインタビュー 写真１２ 社会調査実習＠サン・ファン・バウティスタパーク
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真剣なまなざしで取り組む小学生たち（写真１４）。

第７７回：２０１６年９月２日～３日 ゼミ合宿＠福島県双葉／富

岡

４年ゼミ生・畑中君の自宅は帰宅困難区域に位置する。家

族は国内バラバラに居住。ゼミ生一同、防護服に身を包み、

ご自宅付近を案内してもらう（写真１５）。

第７８回：２０１６年９月７日～８日 復興学会石巻大会準備委員

会・大学へご挨拶

番 外：２０１６年９月１１日～１７日 社研夏期実態調査＠アセア

ン三国バス横断

アセアン三国を陸路バスで国境越え横断の現地調査。詳細

は、社研 HP掲載『月報』（No.６４２＋６４３合併号）掲載の拙著

「専大社研２０１６年度夏季実態調査（タイ・ラオス・ベトナ

ム）行程概要ミニ・フォトエッセー」参照。

番 外：２０１６年９月２３日 男女共同参画研修＠内閣府

番 外：２０１６年９月２７日～２９日 VASSシンポジウム＠ハノ

イ

VASSベトナム社会科学院主催の国際シンポジウム「レジ

リエントな社会の構築へ：ベトナムと日本との協力」（写真

１６）の第３セッション「ベトナム－日本の協力～社会開発に

おける持続可能な発展」で、筆者は「サステナブル（sustain-

able）な防災社会構築のための新基軸～コミュニティにおけ

るレジリエント（resilient）な取組事例をめぐって～」を報

告した（一連の東日本大震災の知見を報告）。報告内容は、

『社研月報』No.６４１号に掲載（大矢根，２０１６c）。

第７９回：２０１６年９月３０日～１０月３日 復興学会石巻大会

番 外：２０１６年１１月２５日 男女共同参画研修＠滋賀

番 外：２０１６年１２月１日 復興学会関東ブロック学術推進委

員会研究会／社研 G研勝俣グループ合同研究会

９０年代に雲仙復興のブレーンとして現地で活躍した木村拓

郎氏を招き、お話をうかがった（写真１７）。

番 外：２０１６年１２月１日 表参道防災＝社研 G研佐藤グ

ループ現地研修会

防災研究のエキスパート・吉井博明名誉教授（東京経済大

学）を招いて、表参道にある町内会館でワークショップを開

催した（写真１８）。

番 外：２０１６年１２月１１日 地区防災計画づくり＠岡崎

番 外：２０１６年１２月１４日～１６日 雲仙・普賢岳噴火災害復興

調査＠島原図書館／市役所

写真１３ 専修社会学４０周年記念シンポ＠サテライトキャンパス

写真１４ 専大まつり＠石巻専修大学

写真１５ フクシマ１F災害帰宅困難区域＠双葉

写真１６ VASS国際シンポジウム＠ハノイ
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番 外：２０１７年１月７日～９日 日本災害復興学会総会＆減

災フォーラム

恒例の全国被災地交流集会「円卓会議」には今年、島原か

ら安中三角地帯嵩上協議会会長（当時）の大町辰朗さんが登

壇した（写真１９）。

番 外：２０１７年１月１１日～１３日 原発 EMC訓練＠相馬

番 外：２０１７年１月１９日 川崎市教育委員会講演

番 外：２０１７年１月２０日 男女共同参画研修＠岡山

番 外：２０１７年２月２６日～３月３日 アルメニア・スピタク

地震復興調査

モスクワ経由でアルメニアに飛んだ。今回は、ルザン氏

（JICAリエゾンオフィス長＠アルメニア）のもとで、首都エ

レバンで日本語を学習するアンナさんに通訳をお願いして、

スピタクの被災地復興調査を行った（写真２０）。これら一連

の調査の成果は、専大人文研創立５０周年記念刊行『災害、そ

の記憶と記録』（２０１７年度末刊行予定）に「アルメニア・ス

ピタク地震の復興・生活再建の諸相」（仮題）として掲載さ

れる予定。合わせて同出版記念・公開講演会にて、「時空を

超えて復興の諸相を考える～現存する仮設住宅（スピタク震

災＠Armenia・１９８８）をめぐって～」と題して登壇予定（２０１８

年１月２７日）。

第８０回：２０１７年３月７日～９日 社研 G研勝俣グループ＠

石巻

勝俣先生のアレンジで、近江先生のご希望に添って、森林

組合、漁協関連の聞き取り調査を行った。行程全般のコー

ディネートは李東勲准教授（石巻専修大学）（写真２１）。晩

には地元漁協関連の重鎮で、専修大学（体育会水泳部）卒業

の北条さんにお越しいただいて、夜の更けるまでお話をうか

がった。

番 外：２０１７年３月９日 表参道防災＝社研 G研佐藤グ

ループ現地研修会

番 外：２０１７年３月１８日～１９日 雲仙・普賢岳噴火災害復興

調査＠上木場定点

番 外：２０１７年３月２８日～３０日 北京日本学研究中心／中国

統計出版局

毎年恒例となっている社研書庫・東アジア文庫の資料収

集・購入に中国統計出版局（北京）に出張し、その足で、北

京日本学研究中心（大学院大学）・宋金文教授を訪ねて、日

写真１７ 復興研究会＠専大神田キャンパス

写真１８ 表参道防災＠原宿・神宮前穏田区民会館

写真１９ 全国被災地交流集会・円卓会議＠関西学院大学

写真２０ アルメニア・スピタク地震復興調査

写真２１ 社研 G研聞き取り調査＠石巻
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本留学間近の院生と研究会を開催した。

番 外：２０１７年４月１４日～１５日 防災学術連携体・熊本地震

一周年報告会

中林一樹教授（前・復興学会会長）のパネル報告には、大

きな人だかりが（写真２２）。

第８１回：２０１７年６月３０日～７月２日 復興学会大槌研修

復興事業の一つとして竣工した安渡公民館で開催されたシ

ンポジウム＆ワークショップには、高校生はじめ多くの地元

の方々が集い、活発な議論が展開された（写真２３）。

番 外：２０１７年７月１５日～１６日 ゼミ合宿＠神戸市長田区御

蔵

復興都市計画事業の実相を把握したいとの希望が出てきた

ことで、ゼミ合宿として、神戸市長田区御蔵のまちコミュニ

ケーション事務所を訪ねた。講義の最後には、真野地区から

まちづくりの教祖・宮西悠司先生にもお越しいただいて、記

念撮影（写真２４）。

第８２回：２０１７年７月２８日～３０日 調査実習事前打ち合わせ／

ベトナム研究者チーム石巻視察

ベトナム国家大学ホーチミン校の Dr. Son Thanh Tung先

生ら３名の訪日企画「Natural Disaster & Community Recov-

ery Teamの Summer Fieldwork in Japan」におこたえして、

一行を石巻・小渕浜、福島・帰宅困難区域（国道６号線沿

い）に案内した。小渕浜では、ベトナム人研修生を多数雇用

する地元水産加工場の社長宅を訪問してお話をうかがった

（写真２５）。

番 外：２０１７年８月８日 JSPS東京研修

第８３回：２０１７年９月１７日～２０日 調査実習合宿＠小渕浜

小渕浜・あたご荘のおかみさんにお話をうかがう際に、今

年は、阿部幸子さんにも同席いただいた（写真２６）。幸子さ

んは、筆者が幾度も訪ねて漁や生活再建についての事々につ

いてお話をうかがっているお宅の奥様で、あたご荘のお手伝

いに来ている。

番 外：２０１７年９月２９日～１０月１日 復興学会大会＠兵庫県

立大学

第８４回：２０１７年１０月２２日 吉野科研＠盛岡

午前中のエクスカーションでは、震災遺構として公開が始

まった荒浜小学校（仙台市若林区）を視察した（写真２７）。

午後は、尚絅学院大学（宮城県名取市）に移動して夕方まで

写真２２ 防災学術連携体・熊本地震一周年報告会

写真２３ 大槌発‘復興’って何!? 本気で議論する会

写真２４ ゼミ合宿＠神戸市長田区御蔵

写真２５ 被災地復興現場のベトナム人研修生

写真２６ 復興を語るお二人＠石巻市小渕浜
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研究会。

第８５回：２０１７年１０月２７日～２９日 日本都市学会＠石巻大会

震災復興で再興された魚市場を会場に、学会大会が開催さ

れ、復興課題を含めて都市問題が議論された。筆者は関東都

市学会理事として研究報告、シンポジウムに参加。

番 外：２０１７年１１月３日～５日 四川師範大学

専大社研×四川省の復興・防災に関わる国際共同研究の覚

書・調印式（＠四川師範大学）（写真２８）の後には、記念の

研究会が設定されていた。筆者は、東日本大震災後の復興研

究のトレンドを紹介して、「ローカル・コミュニティにおけ

る減災サイクルの研究―大災害の中長期復興から新たな防災

社会システムを考える－」と題して基調講演に登壇した。

３．東日本大震災に関する研究実践・社会的
還元

筆者の研究実践を調査の社会的還元という観点から、

３―１．防災関連機関への参加、３―２．大学教育現場への
成果の還元、３―３．参考文献（両年度執筆・刊行物）

等、としてあげておくこととする。

３―１．防災関連機関
� 地区防災計画づくり

東日本大震災を受けて、２０１３年夏に災害対策基本法が

改正されて、その第４２条に地区防災計画が位置づけられ

た（２０１３改正災対法・４２条 :地区防災計画）。これに基

づき、各地で地区防災計画づくりが始まった。合わせ

て、地区防災計画学会（学会長・室崎益輝神戸大学名誉

教授）が発足し、筆者は理事として参加している。

内閣府では市町村と連携してコミュニティレベルで取

り組むモデル地区を選定して、計画作成・防災訓練の支

援にあたってきた。筆者はこれまで、安渡地区（H２６年

度＠岩手県）、富士駅南地区（H２６年度＠静岡県）、上釜

地区（H２７年度＠宮城県）、筑波山麓地区（H２７年度＠茨

城県）、藤川西部地区（H２８年度＠愛知県）にアドバイ

ザリーボード・メンバーとしてお手伝いにうかがった。

合わせて内閣府では、「みんなでつくる地区防災計画」

として普及セミナーを全国各地で開催している。

筆者の研究室に所属する金思頴さん（博士後期課程）

は、地域社会学的に地区防災計画を検討していて、現

在、北九州に年単位・長期滞在してフィールドワークを

重ねている。ちょうどこの両年度、九州では熊本地震

（２０１６.４）、九州北部豪雨災害（２０１７.７）が立て続けに発

生した。金さんにはローカル防災智の醸成・体制構築の

あり方をしっかり調査してきて、学位論文としてまとめ

あげてもらいたい。

� 男女共同参画（防災）

２０１５年度秋、内閣府男女共同参画局では、「防災にお

ける女性のリーダーシップ推進に関する検討会」を設置

した。これは第３回国連防災世界会議（２０１５年３月）で

採択された「仙台防災枠組２０１５－２０３０」において、女性

参画・リーダーシップの重要性が盛り込まれたことによ

る。筆者は検討会の座長をつとめた。２０１５年度は「男女

共同参画の視点からの防災研修」のあり方を検討して

『手引書』をまとめた。２０１６年度はこれを使った研修プ

ログラムが全国展開された。筆者は東京会場（内閣府に

て制令指定都市、都道府県対象）の他、静岡、滋賀、岡

山などを担当した。

同検討会のメンバーの一人に浅野幸子さん（減災と男

女共同参画推進研修センター共同代表）がいた。浅野さ

んは阪神・淡路大震災（１９９５年）以来、防災・ジェン

ダー領域で研究実践を重ねる精鋭で、早稲田・浦野グ

写真２７ 科研費現地研修＠荒浜小学校（震災遺構）

写真２８ 国際共同研究覚書調印式＠四川師範大学
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ループメンバーとしてご一緒している。専修大学では人

間科学部社会学科の「社会学特殊講義」や教養科目の

「社会学」の講義を担当していただいている。身近に頼

れる仲間がいてくれたことで、同検討会座長をつとめあ

げることができた。

� 原子力防災の研修・訓練

JCO臨界事故（１９９９年）以来、原子力総合防災訓練

の訓練評価員や、原子力防災担当者の基礎研修の講座講

師を担当してきた。この両年度は、内閣府所管・原子力

防災研修のプログラム・テキストづくり、EMC訓練の

評価員をつとめた（いずれも原子力安全技術センターが

受託した事業）。

EMC訓練は原子力災害を想定して、緊急時モニタリ

ングセンターで実施される対応要員のためのシミュレー

ション訓練である。原子力災害現地対策本部（通称

OFC：オフサイトセンター）の放射線班と連携して、原

発災害発生時に放射性物質の拡散状況を把握する緊急モ

ニタリングをどう行っていくか、これを緊急に検討して

提案する部署における訓練である。その過程を評価する

のが筆者らの担務となる。モニタリングの現場作業は理

系マターではあるが、そこに集うメンバーは社会生活を

送るごく一般の人々で、モニタリングという組織活動の

現場では緊急対応ゆえのミスや機能不全が様々に立ち現

れてくる。それらを人文社会科学・防災社会工学の視角

から評価する。２０１５年度は島根 OFC（３月２日）、２０１６

年度は福島 OFC（１月１２日）での訓練視察に参加した

（２０１７年度はこれから新潟 OFC：１２月８日、青森 OFC：

１月１９日の予定）。

３―２．大学教育現場への成果の還元
� 大学講義

大学の教育部門に目を転じよう。この両年度、東日本

大震災を扱う災害社会学をその内容として含む講義等

は、学部選択必修科目「地域社会学 B：環境・災害・コ

ミュニティ」、「都市空間論」、大学院では「（修士）社会

学特講�：社会環境論」、「（博士後期）社会学特殊研究

�：社会環境論」、および「特殊問題特論」（経済学研究

科・原田博夫教授担当科目・第９項目目）で展開した。

また、学部選択必修科目「社会調査実習 A」では、夏

期学外実習として宮城県石巻市小渕浜で二泊三日の現地

調査合宿を張った。２年次配当選択必修科目「社会調査

実習 A」では、２０１６・２０１７両年度、筆者のコマでは

フィールドを宮城県石巻市小渕浜に設定して、学生１０数

名を引率した。２０１６年度は８月１～３日、２０１７年度は９

月１８～２０日のいずれも二泊三日。牡鹿半島に位置する小

漁村の被災・復興過程を踏査・聞き書きによって明らか

にするという調査教育趣旨。小渕浜は、復興研究の古典

『津浪と村』（山口弥一郎著、１９４３年、恒星社厚生閣）の

冒頭に登場する被災地で、筆者がこの四半世紀、東日本

大震災発生前から幾度も同書を小脇に抱えて訪ね歩いて

きたフィールドである。

専修大学文学部は２０１６年度、創立５０周年にあたって大

学・学部をあげて記念事業が行われた。筆者の所属する

社会学科はその歴史の中で４０周年を迎えることから、こ

の機に４０年を振り返る企画事業がおこり、その一環とし

て、社会調査に力点を置いてきた専修大学社会学の教育

実績を顕す企画として、同僚の嶋根克己教授のゼミと大

矢根ゼミが共同で、「『東日本』と『阪神』―大学生が歩

いた被災地の記憶―」をパネル展示した（＠向ヶ丘遊園

駅前サテライトキャンパス）。またゼミ学生がその解題

を報告した。合わせて講演・シンポジウムが開催され

て、筆者は嶋根教授とともにコメンテーターとしてそこ

に登壇した。講演者は東日本大震災の現地・気仙沼市役

所職員の菊田隆二氏。総合司会は樋口博美教授（社会学

科）。

また、筆者のゼミでは災害社会学を扱っていることか

ら、４年時卒論で被災地復興研究に取り組む学生も毎年

でてくる。それら卒論は毎年、１２月１５日の提出日の後、

年明けの１月中旬に一週間ほど、向ヶ丘遊園駅前のサテ

ライトキャンパスで公開（展示発表：ゼミでの通称「サ

テライト展示」）されている。両年度の関連作品を題名

だけ数例あげておく。

２０１５年度

・「柳田風景論に基づき解釈する富岡町民（強制避難対象者）

がもつ『さくら』と『浜』への想いによって模索された生活

の選択肢～聞き取り調査、写真観察法により明らかにする

～」（池田和希）

・「『希望の牧場・ふくしま』における家畜の経済価値に代わ

る新たな使用価値を考察する～吉沢正巳代表への聞き取り調

査を通して～」（池野優香）

２０１６年度

・「福島第一原子力発電所事故による双葉町民（帰還困難区

域の強制的避難者）の『被害』」～半構造化面接法とグラウ

ンデッド・セオリー・アプローチにより明らかにする～」

（畑中建佑）

・「石巻・牡鹿半島で展開される『看護の院外展開』の実像
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としての「おらほの家」～元キャンナス東北スタッフへの聞

き取り調査から～」（秋山奨）

毎年展示期間中、少なからぬ新聞取材があり、執筆し

た学生は自信・威厳をもってこれに応じ、フィールド

ワークの知見・成果を語っていたことが印象的である。

サテライト展示では卒論とともに、同年度の社会調査

実習の報告書も合わせて展示される。卒論が４年生の在

学集大成であるとすれば、同報告書は２年生のフィール

ドワーク処女作である。

さて、２０１６年度から筆者は、専大生の学生生活に関わ

る学生部次長に就くこととなって、ボランティア関連の

事業を担務している。生田キャンパス、神田キャンパス

では災害関連の学生ボランティア活動が重ねられてい

て、筆者のゼミ生もそうしたボランティア団体で活動し

ている。またその活動を見守っていきたいと考えてい

る。２０１６年度、学生部では、専修大学ボランティア推進

委員会主催の「東日本大震災夏期石巻交流活動」を企画

実施した。一行は８月７～１０日の３泊４日、石巻専修大

学の会議室に貸し布団で寝泊まりしつつ、被災各所の草

取り・清掃手伝い、仮設住宅生活を送る小学生との交流

会（「専大まつり」と呼ばれる夏休みイベント）などに

取り組んだ。筆者も学生部次長として石巻合宿に参加し

た。東京から来た大学生のお兄さん・お姉さんと、理科

実験や運動会に目をキラキラさせて参加していた子ども

達の姿が（仮設住宅生活が続き、なかなか友達と集まっ

てとことん遊ぶ機会が少ない）筆者の瞼にしっかり焼き

付けられている。

� 医療・看護領域

東日本大震災発生以降、毎年、帝京大学医療技術学部

で二コマ「災害・救急医療」の講義を担当している。４

年生の後期選択科目で毎年１００名ほどの履修者があっ

て、外からやってきた１回限りの講師の話に真摯に耳を

傾けてくれる。２０１５年度は「災害社会学的研究実践－復

興の諸相に対峙して―」（２０１６.１０.１４）、２０１６年度は「復

興と看護の視角・諸相―専門的な（and/or熱意ある）支

援と介入―」（２０１７.９.２７）を講義した。

３―３. 参考文献（両年度執筆・刊行物）等
東日本大震災に関連して２０１５年末から２０１７年秋までに

執筆・刊行された論文等を以下にあげる。

◇Jun, OYANE, 2015, Community Reconstruction from Flood-

ing in Quang Phuoc Commune, Central Vietnam, The Senshu

Social Well -being Review, No.３

◇大矢根淳，２０１５，「第２章：現場で組み上げられる再生の

ガバナンス―既定復興を乗り越える実践例から―」、「第８

章：小さな浜のレジリエンス―東日本大震災・牡鹿半島小渕

浜の経験から―」清水展他編『新しい人間、新しい社会―復

興の物語を再創造する』（災害対応の地域研究シリーズ第５

巻）京都大学出版会。

◇――――，２０１６a，「東日本大震災・現地調査の軌跡・�―
生活再建・コミュニティ再興の災害社会学の研究実践に向け

て（覚書）―」『専修人間科学論集 社会学篇』第６巻・第２

号。

◇――――，２０１６b，「ベトナム中部村落における水害からの

復興の履歴と枠組み」『専修人間科学論集 社会学篇』第７

巻・第２号

◇――――，２０１６c、「サステナブルな防災社会構築のための

新基軸―コミュニティにおけるレジリエントな取り組み事例

をめぐって―」『専修大学社会科学研究所月報』No.６４１

◇――――，２０１６d，「第７章 日本で進展する環境・災害社

会学」篠原清夫他編著『大学生のための社会学入門―日本学

術会議参照基準対応―』晃洋書房。

◇――――，２０１７a，「被災地ローカル各紙統合スクラップ帳

の意義と課題：復興ロジックの探索・再構築に向けて」『法

学研究』９０（１）

◇――――，２０１７b，「ベトナムの都市化と居住環境構制－ド

ラスティックな変容の実相を読み解く視角－」、佐藤康一郎

編『変容するベトナムの社会構造－ドイモイ後の発展と課題

－』専修大学出版会

◇――――，２０１７c，「震災復興とレジリエンス」、石原慎士

他編著『産業復興の経営学－大震災の経験を踏まえて－』同

友館

◇――――，２０１７d，「自然災害から学んでおくべきこと・防

災の取り組み－PTA・学校・地区の連携を進めるために

－」、大矢根淳監修『自然災害からの学びと教訓－PTA防災

実践事例集－』

◇――――，２０１７e，「生活再建・コミュニティ再興の社会学

的研究－噴火災害直接被災地の復興課程－」（慶應義塾大学

２０１６年度博士論文）

◇――――，２０１８予定 a，「ポスト３.１１・原発防災パラダイム

の再構築に向けて～制度的瑕疵の例証と原発防災レジリエン

ス醸成のみちすじ～」『シリーズ東日本大震災と社会学（第

２巻）』有斐閣。

◇――――，2018予定 b，「アルメニア・スピタク地震の復

興・生活再建の諸相」『（専大人文研創立５０周年記念刊行）災

害、その記録と記憶』専修大学出版局

◇大矢根研究室，２０１７，『東日本大震災の生活再建と復興の

今―石巻市小渕浜における取り組み―』（専修大学人間科学

部社会学科：「社会調査実習 A」成果報告書）

３―４. 学会・研究会報告等
◇大矢根淳，２０１６，「災害社会学で振り返る防災・減災・復

興の落とし穴―被災地で換骨奪胎される言葉の数々―」（日
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本文体論学会第１０８回大会・研究フォーラム２０１６.６.２６＠杏林

大学）

◇大矢根淳，２０１６，「復旧・復興について：日本災害復興学

会」（防災学術連携体・３ヶ月報告会２０１７.７.１６＠日本学術会

議）

◇大矢根淳，２０１６，「サステナブル（sustainable）な防災社

会構築のための新基軸～コミュニティにおけるレジリエント

（resilient）な取組事例をめぐって～」（VASSベトナム社会科

学院「レジリエントな社会の構築へ：ベトナムと日本との協

力」２０１６.９.２８＠ベトナム社会学院）

◇大矢根淳，２０１６，「中長期的復興の実例に学ぶ～雲仙・普

賢岳噴火災害：直接被災地＝上木場集落の取り組み～」（専

修大学社会科学研究所定例研究会／日本災害復興学会関東ブ

ロック学術推進委員会、合同研究会２０１６.１２.２＠専修大学社会

学研究所神田分室）

◇大矢根淳，２０１７，「Recognition and Correspondence to Dis-

aster in Japan−−ordinary image, legal system, academic soci-

ety trend−−」（JSPS : Core-to-Coreプロジェクト「アジアの

防災コミュニティ形成」２０１７.８.８＠品川プリンスホテル）

◇大矢根淳，２０１７，「ローカル・コミュニティにおける減災

サイクルの研究―大災害の中長期復興から新たな防災社会シ

ステムを考える―」（四川省地域と国別重点研究拠点日本研

究センター２０１７.１１.４＠四川師範大学）

◇大矢根淳，２０１８（予定），「時空を超えて復興の諸相を考え

る～現存する仮設住宅（スピタク震災＠Armenia・１９８８）を

めぐって～」（専修大学人文科学研究所出版記念・公開講演

会２０１８.１.２７＠専修大学）

謝辞：本稿のうち、東日本大震災の被災地視察・復興調査に

関しては、平成２３～２６年度科学研究費補助金・基盤研究

（B）「自然災害からの創造的な復興の支援を目指す統合的な

民族誌的研究」（研究代表：清水展・京都大学、大矢根淳＝

分担研究者）、平成２８年度専修大学社会科学研究所グループ

研究助成「宮城県石巻市の復興における都市再生計画と地域

社会のレジリエンス」（研究代表：勝俣達也準教授、大矢根

淳・グループ研究メンバー）、アルメニア・スピタク震災復

興調査に関しては、平成２７～３０年度科学研究費補助金・基盤

研究（A）「多層的復興モデルに基づく巨大地震災害の国際

比較研究」（研究代表：高橋誠・名古屋大学、大矢根淳＝分

担研究者）、の成果です。助成に深く感謝いたします。
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